
 有田市移住支援金交付要綱の一部を改正する要綱を次のように定める。 

 

  令和７年７月18日 

 

 

有田市長 玉 木 久 登 

 

 

有田市訓令第28号 

 

有田市移住支援金交付要綱の一部を改正する要綱 

 

有田市移住支援金交付要綱（令和元年訓令第57号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１号ウ中（エ）を（カ）とし、（ウ）の次に次のように加える。 

（エ） 就業の場合、就業先が風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律

（昭和23年法律第122号）に規定する風俗営業者でないこと。 

（オ） 就業の場合、就業先が暴力団等の反社会的勢力又は反社会的勢力と関係を有

する法人等でないこと。 

第２条第２号中「就職」を「就業」に改め、同号ア（カ）中「移住支給金」を「移住支援

金」に改め、同条第５号中「もの。」を「もの」に改め、同号ア及びイを次のように改める。 

ア 本市のワンストップパーソン（移住相談ができる担当職員をいう。）へ移住相談を

したことがあること。 

イ 次に掲げる事項のいずれかに該当すること。 

（ア） 有田市内で農林水産業に就業する者 

（イ） 有田市内で営まれている家業に従業する者 

第２条第５号ウを削り、同条第６号エ中「３か月以上」を削る。 

第４条第５号中「場合」を「者」に改め、同号アを次のように改める。 

ア 農林水産業に就業していることがわかる書類又は開業届出書 

第４条第５号中イを削り、ウをイとする。 

様式第５号を次のように改める。 



様式第５号（第４条関係） 

 

 

 

 

 

 



付 則 

この要綱は、令和７年７月22日から施行する。 

 

 


